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総務省届出済

神戸市２号 

 

  第２５回 神⼾市内景況・雇⽤動向調査票 （平成 29 年 7 ⽉調査） ○秘 

神戸市経済観光局

（はじめに） 

この調査は、貴社の景況や雇用動向等がどのように変化しているかを、四半期ごとに把握することを目的としています。

おたずねする各四半期の状況については、直前の期と比較してどう変化したかをご回答ください。 

 

Ⅰ.景況雇用動向についておたずねします。 

【問 1】 該当する箇所に○印をご記入ください。 

 平成 29 年 1～3 月期 

（実 績） 

平成 29 年 4～6 月期 

（実 績） 

平成 29 年 7～9 月期 

（予 想） 

平成 29 年 10～12 月期

（予 想） 

(1)市内の景気 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(2)自社業況(※季節変動を含

めずにご回答ください。) 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(3)生産・売上 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (3)｢生産･売上」で 

1 か 3 を回答の方へ

  

(3-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．一般的需要要因 2．季節的需要要因 3．在庫調整要因 4．生産能力要因 

5．社会政策的要因（消費増税）  6．その他（                     ）

(4)経常利益 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

 
 (4)「経常利益」で 

1 か 3 を回答の方へ

  

(4-1)増加・減少の要因 

（○はいくつでも） 

1．販売数量要因 

5．金融費用要因 

2．販売価格要因 

6．その他（ 

3．人件費要因 4．原材料費要因 

  ） 

(5)製品・商品在庫量（※1） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(6)仕入れ単価（※1） 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(7)製品・加工単価、販売単価 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降 1上昇 2不変 3下降

(8)生産設備（※製造業の方のみ） 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少 1過剰 2適正 3減少

(9)設備投資（※2） 1 した   2 していない 1した  2 していない 1する   2 予定なし 1 する   2 予定なし

(10)資金繰り 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化 1改善 2不変 3悪化

(11)雇用人員 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足 1過大 2適正 3不足

(12)所定外労働時間 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少 1増加 2不変 3減少

（※1）製品・商品を持たない業種の場合は、未記入でお願いします。 

（※2）「設備投資」について、平成 29 年（1～12 月）のいずれの時期も「していない」「予定なし」 

と回答された方は、次頁問６へお進みください 

 

              次頁もご記入ください。 

 



２ 

Ⅱ．設備投資 についておたずねします。 

【問 2】前⾴(9)で、平成 29 年 1〜3 ⽉期または 4〜6
⽉期のどちらか 1 つでも設備投資を「した」と回答された⽅
にお聞きします 

【問 3】前⾴(9)で、平成 29 年 7〜9 ⽉期または 10〜
12 ⽉期のどちらか 1 つでも設備投資を「する」と回答された
⽅にお聞きします 

【問 2-1】今回、設備投資をした目的は何ですか。 

(いくつでも○) 
 

1．生産能力増強    2．合理化・省力化 

3．研究開発      4．維持・補修・更新 

5．公害・安全対策   6．労働環境改善 

7．その他（具体的に：             ）
 

【問 3-1】これから、設備投資をする目的は何ですか。 

(いくつでも○) 
 

1．生産能力増強    2．合理化・省力化 

3．研究開発      4．維持・補修・更新 

5．公害・安全対策   6．労働環境改善 

7．その他（具体的に：             ）

【問 2-2】今回、設備投資をした対象は何ですか。 

(いくつでも○) 
 

1．土地        2．事業所 

3．工場建物      4．生産設備・機械 

5．店舗        6．販売設備 

7．倉庫        8．車両・運搬具 

9．付帯設備      10．ソフトウェア 

11．ＯＡ機器      12．福利厚生施設 

13．その他（具体的に：          ） 
 

【問 3-2】これから、設備投資をする対象は何ですか。 

(いくつでも○) 
 

1．土地        2．事業所 

3．工場建物      4．生産設備・機械 

5．店舗        6．販売設備 

7．倉庫        8．車両・運搬具 

9．付帯設備      10．ソフトウェア 

11．ＯＡ機器      12．福利厚生施設 

13．その他（具体的に：          ） 

 

【問 4】前⾴(9)で、平成 29 年(1〜12 ⽉)のいずれかの時期に１つでも設備投資を「した」または「する」と 
回答された⽅にお聞きします 

平成 29 年（1～12 月）の 設備投資額は、前年と比較してどうなる見込みですか。 （ひとつだけ○） 

1．増加する         2．ほぼ横ばい         3．減少する 

         問 5．へ            → 次頁、問 7．へ               問 6．へ 
 

【問 5】前問で「増加する」と回答された⽅にお聞きします 【問 6】前問で「減少する」と回答された⽅、もしくは前⾴
(9)で、平成 29 年（1〜12 ⽉）のいずれの時期も設備
投資を「していない」、「予定なし」と回答された⽅にお聞きし
ます 

設備投資額が前年より増加する主な理由は何ですか。

（２つまで○） 
 

1．既存設備の更新時期の到来 

2．新商品・サービスへの先行投資 

3．需要・販売が増加 

4．収益・キャッシュフローが増加 

5．資金調達環境の改善 

6．優遇税制・補助金制度 

7．人手不足 

8．長時間労働の抑制 

9．その他（具体的に：            ） 
 

設備投資額が前年より減少する、もしくは設備投資を

行わない主な理由は何ですか。（２つまで○） 
 

1．近年の設備投資増の反動 

2．市場の先行き不透明感 

3．需要・販売が減少 

4．収益・キャッシュフローが減少 

5．資金調達が困難 

6．リースへの振替 

7．優遇税制、補助金などの支援制度の縮小 

8．事業縮小予定 

9．その他（具体的に：            ） 



３ 

【 ここからは全員ご回答ください 】 
Ⅲ．賃⾦の引き上げ についておたずねします。 

【問 7】平成 29 年（1 月～12 月）に賃金の引き上げを実施しましたか（予定含む）。 

1．実施する  2．実施しない  3．引き下げる（平均額(月額)      円 ）  4．未定 

→ 問 8-1 へ   → 問 9 へ     → 問 9 へ                           → 次頁、問 10-1 へ 
 

【問 8】前問で「実施する」と回答された⽅にお聞きします 
【問 8-1】平成 29 年（1 月～12 月）に実施した、または実施する予定の引き上げ内容について、お答えください。 

（該当する番号すべてに○をつけ、その項目について平均額を記入、もしくは「額未定」に○を付けてください。） 

 

1．定期昇給＊１ 

（平均定期昇給額）

2．ﾍﾞｰｽｱｯﾌﾟ＊２ 

（平均ベア額） 

3．手当を新設

（平均支給額）

4．既存の手当を増額

（平均増額） 

5．夏季賞与を増額

（平均増額） 

6．冬季賞与を増額

（平均増額） 

7.その他 

(月額) 

 

 

 

円 

 

【 額未定 】 

(月額) 

 

 

 

円 

 

【 額未定 】 

(月額) 

円

【 額未定 】

(月額) 

円

【 額未定 】

 

円

【 額未定 】

 

 

 

 

円 

 

【 額未定 】 

(具体的に)    

 

 

 

 

(手当の内容)  

 

 

 

 

 

 

        

(手当の内容)   

 

 

 

 
 ＊1：定期昇給とは、 

ここでは、あらかじめ労働協約、就業規則等で定められた制度に従って行われる昇給のことで、一定の時期に毎年増額することをいいます。 

年齢、勤続年数による自動昇給のほかに、能力、業績評価に基づく昇給があり、毎年時期を定めて査定を行っている場合も含まれます。 

 ＊２：ベースアップとは、 

ここでは、各社の賃金表自体の改定により賃金水準を引き上げることをいいます。 

 

【問 8-2】賃金の引き上げにあたって考慮した主な要素は何ですか。（２つまで○） 

1．自社の業績       2．世間相場      3．雇用の維持      4．人材の新規確保 

5．生産性の向上      6．物価の動向     7．親会社またはグループ会社の改定動向 

8．前年度の改定実績    9．優遇税制      10．最低賃金の引き上げ  11．重視した要素はない 

12．その他（具体的に：                         ） 

 

【問 9】前問で「実施しない」、「引き下げる」と回答された⽅にお聞きします 
 

賃金の引き上げを行わない、もしくは引き下げる主な理由は何ですか。（１つだけ○） 

1．受注・販売等の減少による売上減        2．原材料高などによる収益減 

3．経済の先行き不透明感             4．近年に引き上げ実施済み 

5．他の経営課題への投資を優先（優先する課題：                               ） 

6．その他（具体的に：                                    ） 

次頁もご記入ください。 



４ 

Ⅳ．事業計画 についておたずねします。 

【問 10-1】貴社で直面されている当面の経営上の問題点について、お答えください。（２つまで○） 

1．内需の不振      2．輸出の不振     3．為替相場の水準・変動    4．原材料高 

5．燃料費高騰      6．人件費高騰      7．金利負担増大         8．製品・商品価格安 

9．売掛期間長期化    10．人手不足     11．人材の育成         12．従業者の高齢化 

13. 長時間労働の抑制   14．資金借入難     15．用地の確保難        16．競争激化 

17．消費増税の価格転嫁  18．その他（具体的に：                          ） 

 

【問 10-2】上記の問題の解決に向け、公益財団法人 神戸市産業振興財団＊３による貴社への連絡・訪問や 

情報提供を希望されますか？ 

1．希望する           2. 希望しない 
  ＊３： 公益財団法人神戸市産業振興財団は、市内産業の基盤強化と振興を図ることを目的として設立された神戸市の外郭団体です。 

販路開拓・拡大、新分野への進出、人材確保・育成、創業、経営課題の解決等の中小企業支援を行っています。 

 

【問 11】今後の事業計画についておたずねします。（該当するものに○を付けてください） 

 １．貴社の本社・支社・生産・物流・研究拠点等の事業拠点に関して、拡張・増設（移転含む）を検討されていますか。 

1. 検討している    2. 検討していない → 問 11-3．へ 
   ↓ 

 ２．ご検討されている場合、どの事業拠点、またどの地域について拡張・増設（移転含む）をお考えですか。 
〔移転の場合は移転先についてご回答ください〕（いくつでも○） 

 ＜事業拠点＞ 1. 本社・支社  2. 工場・生産拠点  3. 倉庫・物流拠点  4. 研究拠点  5. 店舗 

 ＜地 域＞  1. 神戸市内   2. 兵庫県内     3. その他 
  

３．神戸市からの産業団地や各種優遇制度の情報提供を希望されますか？（１つだけ○） 

  1. 希望する      2. 希望しない 
  

◆貴社の業種、資本⾦について、該当するものを１つずつお選びください。 
業種（主なものを１つ選んで番号に○を付けてください。〔 〕内の業種を扱っている場合は○を付けてください） 資本金 

（
製
造
業
） 

1. 食料品･飲料･たばこ･飼料〔うち、洋菓子(  ) 清酒(  )〕  2. 繊維･衣服 

3. 出版･印刷    4. ゴム･皮革製品〔うち、ケミカルシューズ(  )〕 

5. 化学、石油･石炭製品、窯業･土石製品      6. 鉄鋼･金属製品･非鉄金属 

7. 一般機械     8. 電気機械、情報通信機械、精密機械     9. 輸送用機械 

10. その他製造業(具体的に：                                     )  

1. 500 万円未満 

2. 500 万～1,000 万円未満 

3. 1,000 万～3,000 万円未満 

4. 3,000 万～5,000 万円未満 

5. 5,000 万～1億円未満 

6. 1 億～3億円未満 

7．3億～10 億円未満 

8. 10 億円以上 

（
非
製
造
業
） 

11. 建設業     12. 情報通信業      13. 運輸業、郵便業    14. 卸売業   

15. 小売業     16. 金融業、保険業    17. 不動産業、物品賃貸業 

18. 学術研究、専門･技術サービス業       19. 宿泊業、飲食サービス業 

20. 生活関連サービス業、娯楽業        21. 教育、学習支援業   

22. 医療、福祉   23. 複合サービス事業   24. サービス業（他に分類されないもの） 

25. その他非製造業(具体的に：                           ) 
 

◆貴社の概要およびご記⼊者名をご記⼊ください。 

企業名 
 

 
記入者名 

（所属・役職） 

連絡先 

（所属         役職       ）

（     ）      － 
代表者名 

 

 

主な 

事業内容 

 

 

 

貴社全体の 

従業者数（常用・ 

日雇・ﾊﾟｰﾄ含む） 

1. 1～4 人    2. 5～19 人   3. 20～49 人 

4. 50～99 人   5. 100～299 人 6. 300～499 人

7. 500～999 人  8. 1,000 人以上 

ご協力ありがとうございました。 

【お問合せ・ＦＡＸ送付先】神戸市内景況・雇用動向調査事務局  担当：阿部 

ＴＥＬ：０７８－３８２－８２０６ ＦＡＸ：０７８－３８２－８２１１ 

※ＦＡＸでご回答の際は、４枚とも送信願います。【締切日】平成２９年８月４日（金） 


